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法令名 制定機関 立法過程 
民法通則 全国人民代表大会 1986 年 4 月 12 日通過 
1987 年 1 月 1 日施行 
交通事故処理辦法 
 
国務院 1991 年 9 月 22 日通過 
1992 年 1 月 1 日施行 
2004 年 5 月 1 日廃止 
道路交通安全法 全国人民代表大会常
務委員会 
2003 年 10 月 28 日通過 
2004 年 5 月 1 日施行 
                                                        
1 「交通事故損害賠償的若干問題」URL:http://wenku.baidu.com/view/c3dd632fcfc789eb172dc8e6.html、
（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。また、淄博市中級人民法院課題組「道路交通事故損害賠償案件法律適





国務院 2006 年 3 月 1 日通過 
2006 年 7 月 1 日施行 
道路交通安全法修正案 全国人民代表大会常
務委員会 
2007 年 12 月 29 日通過 






2009 年 9 月 10 日通過 
2010 年 1 月 1 日施行 
侵権責任法 全国人民代表大会常
務委員会 
2009 年 12 月 26 日通過 






















                                                        
2 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）71 頁。これを列挙すれば、オーストリア（1908
年）、ドイツ（1909 年）、イタリア（1912 年）、スエーデン（1916 年）、オランダ（1925 年）、フインラン
ド（1925 年）、ノルウェー（1926 年）、デンマーク（1927 年）、スイス（1932 年）、チェコ（1935 年）な
どである。 
3 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
1 頁以下。また野田良之「ドイツに於ける自動車交通法の改正と義務保険制度の創設――自動車責任法の






























































                                                        




6 梁慧星「関於中国道路交通事故賠償的法律制度」安徽大学学報（哲学社会科学版）（1995 年第 6 号）4
0 頁。 























                                                        
8 前述したように、「民法通則」以前にも、中国では、民法典の編纂が三回行われた。「民法通則」は前
法制委員会民法起草組の「民法草案（第四稿）」（以下「第四稿」と略する）の基礎の上で制定された。
そして、「民法通則」第 123 条と対応する内容は「第四稿」の第 432 条（高度危険作業の損害賠償）と第










9 王利明編『民法・侵権行為法』（中国人民大学、1993 年）513 頁以下。 
10 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）37 頁。 
11 例えば、ドイツとスイスは立法を行っているが、フランスと英米法の国は判例と解釈で対応すること
が多い。 
12 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』第 11 巻（法律出版社,199































また、第 17 条では以下のように定めている。 
                                                        
13 遊先徳『民事侵権与損害賠償』（中国経済出版社、1990 年）212 頁。 
14 鄧鶴「交通事故損害賠償責任分担」武漢理工大学学報（社会科学版）（2001 年 1 号）36 頁。 

































                                                        
17 原文は「違章行為」である。つまり、法律、規定に違反する行為。  
18 楊立新「我国道路交通事故責任帰責原則研究」法学（2008 年第 10 号）110 頁。 
19 鄧鶴「交通事故損害賠償責任分担」武漢理工大学学報（社会科学版）（2001 年 1 号）37 頁。 
20 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』第 11 巻（法律出版社,199
















2.3.1 現行の道交法 76 条 
前述したように、自動車交通事故の民事損害賠償に関する主な法律規定は道交法である。





                                                        
21 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。また、安興「浅談我国機動車
交通事故損害賠償的帰責原則」法制与経済（2012 年第 5 号）24 頁。また、龚英菊「道路交通事故損害賠
償責任帰責原則研究」貴州警官職業学院学報（2011 年第 3 号）88 頁以下、などを参照。 
22 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。 
23 国務院法制局政法司と公安部交通管理局編『道路交通事故処理办法釈義』（中国政法大学出版社、1991
年）54 頁。 
24 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。 








































                                                        
26 張景勇=鄒声文「聚焦道路交通安全法第 76 条四大熱点——全国人大常委会法工委副主任王勝明談道路交
通安全法修改」URL：http://www.china.com.cn/policy/txt/2007-12/29/content_9456596.htm、（最終検
索：2015 年 9 月 20 日）。 
27 保険会社の賠償責任に関する規定は「道交法」76 条とほぼ同様である。 














【事実概要】控訴人（一審原告）X1、X2 の父 Y は B1 車の所有者であった。2009 年 2 月
16 日 20 時、一審被告 A は高速道路で A1 車（一審被告 A2 保険会社で自動車強制責任保険
をかけたもの、以下、特に断りのない場合、自動車強制責任保険を指す）を運転し、A1 車
の先頭部分は一審被告 B が運転した B1 車（一審被告 B2 保険会社で保険をかけたもの、車
内には被害者 Y、Z が乗った）に衝突した。そのため、A1 車は方向の制御ができなくなり、
C が運転していた C1 車と衝突した。この事故により、A1、B1、C1 車の車体に損害を与えた
（以下、第一事故と略称する）。20 時 05 分、一審被告 D が D1 車（D2 会社で保険をかけた）
を運転し、一審被告 E が運転した E1 車（E2 会社で保険をかけたもの）に衝突してから、
第一事故の後、車道の中に停車していた B1 車にぶつかり、低速車線の車道内の車外にいた
Y、Z を死亡させたもう一つの事故（以下、第二事故と略称する）が起きた。交通警察の事
故認定書により、第二事故において、D と B の行為は事故の発生に対して、同等の過失が
あった。そのため、それぞれ同等の責任を負う。被害者 Y と Z は、事故が発生した後も、
依然として低速の車道でとどまっていた。したがって、自身の死亡に対して、それぞれ同
等の責任を負い、E に責任はない。また、一審の原告 X3、X4 は死者 Y の両親であった。一
審の原告四名は一審の被告としての 4 つの保険会社（A2、B2、D2、E2）に自動車交通事故
強制責任保険の保険金額の範囲内の 448000 元（122000＊4）を賠償すること、または、被





1090519248、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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D2 は強制責任保険の『有責任の賠償限度』の死亡賠償限度において 110000 元の賠償責任
を負う。被告 E2 は強制責任保険の『無責任の賠償限度』の死亡賠償限度において 11000





















                                                        
30 被害者と加害者が同等な責任を負う場合に、通常、加害者に 60%の賠償責任を負わせる。 
31 浙江省奉化市人民法院（2009）甬奉民三初字第 574 号民事判決。 
32 浙江省寧波市中級人民法院（2009）浙甬民二終字第 645 号民事判決。 
33 李明義「侵権責任法在道路交通事故損害賠償案件審理中的理解與適用」人民司法（2010 年 5 号）23 頁。 






















【事実概要】2009 年 1 月 24 日、原告 A は原告 B の所有していた車を運転し、被告 X が
運転する被告 Y の所有している車と衝突した。X は A に怪我をさせ、両車に損害を与える
事故を起こした。交通警察の交通事故認定書により、A は交通事故の副次的な責任を負い、
X は事故の主な責任を負うこととされた。 
一審37は「交通事故認定書により、原告 A は副次的な責任を負い、被告 X は事故の主な
責任を負う。双方は過失により、責任を分配すべきである。（中略）被告 X が原告 A の損失
の 80%を弁償すること、被告 Y は X の弁償責任に対して、連帯責任を負うこと」と判決を
下した。これに対し、X、Y は控訴を提起した。 
二審38は「（前略）自動車の所有者が自動車強制責任保険をかけることは法定義務である。
                                                        
35 張新宝「道路交通事故中的機動車第三者責任強制保険」『法学家』（2005 年 1 号）11 頁。 
36 張德安「未投保交強険的機動車之間肇事如何担責？」北京大学法律情報ネット法学文献データベース
URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/newlaw2002/slc/slc.asp?db=art&gid=335618066、（最終検索：201
5 年 9 月 20 日）。 
37 河南省洛陽市髙新技術産業開発区人民法院（2010）洛開民初字第 10 号民事判決。 




























任を負うべき B は、保険契約締結義務者として保険限度内における A の損失（9 万元）を
賠償することになる。主要な責任を負うべき A は同様に保険契約締結義務者として、保険







































































                                                        





























                                                        
40 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
2 頁。 































                                                        
42 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』（法律出版社、1998 年第 1
1 巻）140 頁以下。 
43 梁慧星「『行人違章撞了白撞』是違法的」中国法学ネット、URL:http://www.iolaw.org.cn/showArtic































いては、1896 年の判決以来、フランス民法 1384 条 1 項の無生物責任を利用して、自動車
                                                        
45 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）70 頁。 
46 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）202 頁。 
47 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事
故』（日本評論社、昭和 47 年）76 頁。 
48 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）39 頁以下。また判例の詳細については、加藤一郎『不
法行為（増補版）』（有斐閣、昭和 32 年）182 頁以下。 
49 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）257 頁以下。判例については、東京地判昭和 53･8･3
判例時報 899 号 289 頁（東京スモン判決）、広島地判昭和 54･2･22 判例時報 920 号 57 頁、79 頁（広島ス
モン判決）、静岡地判昭和 54･7･19 判例時報 950 号 225 頁、232 頁。 
50 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）332 頁以下。また、岡松参太郎「無過失損害賠償論」




























                                                        
51 高橋康之「無生物責任」別冊ジュリスト（25 号）115 頁以下。また、新関輝夫「無生物責任法理の成
立」福岡大学研究所報（昭和 49 年 21 号）33 頁以下など参照。 
52 ドイツにおける危険責任の発展について、浦川道太郎「ドイツ危険責任の発展（一）―（三･完）」民
商法雑誌（昭和 49 年）70 巻 3 号 458 頁以下、4 号 601 頁以下、5 号 773 頁以下。 
53 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）231 頁以下。 



































                                                        
56 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）262 頁以下。また、浦川道太郎「無過失損害賠償責任」
星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有斐閣、1985 年）238 頁以下。 
57 我妻栄『事務管理･不当利得・不法行為』（日本評論社、昭和 13 年）86 頁。 
58 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）249 頁以下。 
59 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）71 頁以下。 
60 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）72 頁。 































                                                        
62 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）350 頁。 
63 加藤雅信「現行の不法行為被害者救済システムとその問題――不法行為法の将来構想のために」ジュ



































                                                        
65 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）353 頁。 
66 伊藤高義「ニュージーランド事故補償法運用上の問題点」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）200
頁。 
67 飯塚和之「ニュージーランドにおける事故補償法と自動車事故」ジュリスト（609 号）86 頁。 
68 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 
69 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 
70 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 






























                                                        
72 飯塚和之「ニュージーランドにおける事故補償法と自動車事故」ジュリスト（609 号）95 頁。 
73 藤倉皓一郎「アメリカにおける自動車事故被害者の救済制度」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）
208 頁。 
74 これについて、金原光蔵「アメリカにおける自動車事故の損害補償に関する一考察――Prof. Keeto
n の見解を中心に」名古屋学院大学論集・社会科学篇（1971 年 8 卷 3 号）331 頁以下。 
75 藤倉皓一郎「アメリカにおける自動車事故被害者の救済制度」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）
208 頁。 
76 松本恒雄「アメリカ合衆国における交通災害紛争処理システムについて」広島法学（1987 年 10 卷 4
号）206 頁以下。 
































                                                        
78 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）18 頁。 
79 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）96 頁以下。 




















































































                                                        
1 ハイン・ケッツ(Hein Kötz)=ゲルハルト・ヴァーグナー(Gerhard Wagner)著(吉村良一、中田邦博監訳)


























































                                                        
1 自賠法第 1 条。 


































                                                        
3 自賠法 25 条。 
4 昭和 30 年 7 月 20 日第 22 回国会衆議院運輸委員会会議録 32 号 1 頁以下。 

































































                                                        
7 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
8 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
9 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
10 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 2 頁。 
11 昭和 30 年 6 月 13 日参議院運輸委員会公聴会会議録 1 号 1 頁以下。 
































自賠法 3 条の運行供用者責任の発生要件の 1 つに、当該事故が「その運行によって」生
                                                        
13 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）7
頁以下。 
14 野村好弘「自動車事故と運行供用者責任（上）」ジュリスト(1967 年 384 号)125 頁。 






























                                                        
16 坂本雄三「自動車損害賠償保障法第 3 条の損害賠償原因（1）」法律論叢（34 巻 5 号）125 頁。また、
川井健・宮原守男・小川昭二郎など編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997 年）17 頁（執筆者：
富田善範）。 








昭和 34 年 4 月 18 日判決18である。この判決の事実の概要と判旨は、以下の通りである。 
【事実の概要】C 会社の自動車運転手 A がガソリン･スタンドに立ち寄り、そこの従業員
B から少量のガソリンをもらってクラッチの不良箇所を洗滌中、突然バッテリー線がショ
ートして発火し、A のもっていた石油罐に引火した。あわてた A は石油罐を放り投げたた
め、これが傍で作業を手伝っていた B に当り、B は火傷を負って死亡するに至った。そこ





















                                                        


























                                                        
19 西島梅治「停車して修理中の事故と自動車損害賠償保障法三条にいう「運行」の意義――運行と事故
との間の因果関係の相当性」ジュリスト(1962 年 250 号)85 頁。 
20 白羽祐三「ロープによる牽引中の事故」別冊ジュリスト 48・交通事故判例百選（有斐閣 1975 年）48
頁。 
21 白羽祐三「ロープによる牽引中の事故」別冊ジュリスト 48・交通事故判例百選（有斐閣 1975 年）48
頁。 





























件自動車に Y（被告・上告人）の使用人 Z が乗車して、そのハンドルを操作しながら走行
していた。ところが本件自動車の後部荷台に X（原告・被上告人）の長男 A（小学校二年生
の児童）が乗っていたが、運転者 Z に無断で荷台から地上に飛降り、そのさい走行中の右
三輪の車輪に轢かれ、死亡した。そこで、X より Y に対して訴訟を起こした。一審、二審
                                                        
23 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)36 頁。 
24 表二の 2、3、4、27 を参照。 































                                                        


































                                                        
28 瀬戸正義「荷降ろし作業の際の人身事故が自動車損害賠償保障法三条にいう自動車『運行によって』












最高裁は、昭和 52 年 11 月 24 日第一小法廷判決31で、これまでの原動機説、走行装置説
からさらに一歩進み、固有装置説の立場を取ることを示した。この判決の事実と判旨は以
下の通りである。 
【事実】Y 会社は訴外 A 会社から道路脇に転落した貨物自動車の引揚作業を請負い、本
件クレーン車を運転手付きで現場に派遣し、右作業に従事していた。作業中、引揚作業を
手伝っていた A の従業員 B がクレーン車のブーム先から吊り下げられているワイヤー先端
のフックを転落車に引き掛けようとしたところ、右ワイヤーが上空を通過している高圧線
に触れ、B は感電死するという事故が発生した。本件は、B の遺族 X らから Y に対し、自賠
法三条による運行供用者責任を主張して損害賠償を求めた事件である。 
一審、二審において、自賠法 3 条の適用に争いがなくて、Y の運行供用者責任を認めた。








【判旨】上告棄却。「自動車損害賠償保障法 2 条 2 項にいう『自動車を当該装置の用い方
に従い用いること』には、自動車をエンジンその他の走行装置により位置の移動を伴う走
                                                        
29 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）64 頁。 
30 表二の 8、9、10、11、17、21、22、25、26、30、32、33、37、38、41、42、47、50、51、53、58、59、
62、63、67、71、72、80、81、82 を参照。 
































                                                        
32 昭和 59 年 12 月 8 日に開催された＜東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について＞の座談会、交民
集 16 巻索引・解説号 368 頁。 










X と本件車両の運行供用者である A は、被害者の遺族と裁判上の和解が成立し、X がその
示談金全額を被害者の遺族に支払った。そこで、X は A に対しその過失割合に応じた求償























                                                        
34 表二の 52 を参照。 































                                                        
36 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）64 頁。 
37 松村武「運行によって――運行起因性（3）」別冊ジュリスト 152・交通事故判例百選（有斐閣 1999 年）
39 頁。また昭和 59 年 12 月 8 日に開催された＜東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について＞の座談
会、交民集 16 巻索引・解説号 368 頁。 
38 松村武「運行によって――運行起因性（3）」別冊ジュリスト 152・交通事故判例百選（有斐閣 1999 年）
39 頁。また国井和郎「民法判例レビュー25 民事責任」判例タイムズ(698 号)47 頁。 
39 表二の 70 を参照。 











態にした。B は C に乙車のチェンジレバーがバックに入っていることを知らせず、C はこれ
を点検・確認せずに、B の合図に応じてクラッチを接続して乙車を発進させた。乙車はバ
ックして甲車の前部に衝突し、両者間で鉄棒を握っていた A は、胸・背部を両車にはさま
れて強打し、死亡した。A の遺族 X らが、損害賠償を甲車に付されていた自賠責保険の保

















Y は上告した。最高裁42は、「原審の適法に確定した事実関係のもとにおいて、訴外 A は
甲車の運行によって傷害を受けたために死亡したものであるとした原審の判断は、正当と
して是認することができ」る、と判示した。 
                                                        
41 表二の 29 を参照。 



























































                                                        
43 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
44 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
45 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 




























                                                        
47 石田穣「一 自動車がエンジンの故障のためロープで牽引されて走行している場合と自動車損害賠償
保障法二条二項にいう『運行』 二 同法三条が規定している『運行によって』の意味」法学協会雑誌(8
6 巻 12 号)1525 頁。 
48 坂本坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁
以下。 
49 土田哲也「運行によって」宮原守男・山田卓生編集『新現代損害賠償法講座 5』（日本評論社、1997 年）
52 頁以下。 





























                                                        
51 我妻栄『事務管理･不当利得・不法行為』（日本評論社、1938 年）86 頁。 
52 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、1961 年）72 頁。 

































55 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）3
0 頁以下。 



































                                                        
57 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）12 頁。 

































                                                        
59 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)37 頁。 

































                                                        
61 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)37 頁。 





































































神戸地判昭和 34 年 4 月 18
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判タ 90号 78頁、判時 188
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2.1 道交法 76 条と 119 条 
前述したように、自動車交通事故の民事損害賠償に関する主な法律規定は道交法である。








































路」という 2 つの要件が必要である。この 2 つの要件は、世界各国の自動車交通事故損害
賠償の共通要件である。しかし、一種の危険責任である交通事故損害賠償について、この
2 つの要件だけでその適用対象である高度の危険性を表徴するのは適切ではない。なぜか






























































                                                        
2 河南省睢県人民法院（2009）睢民初字第 28 号民事判決。 
3 上海市第一中級人民法院（2011）沪一中民一（民）終字第 2455 号民事判決。 















えば、2009 年 12 月、中国国家標準化管理委員会が、新たな『電動摩托車和電動軽便摩托
車通用技術条件』7を制定した。この標準では、時速 20KM、車体質量 40KG を超える電動自
転車を自動車として管理すべきだと設けた。しかし、その後、電動自転車利用者、他の利
害関係団体の反対のため、この新たな標準で定めている「軽便摩托車」8に関する定めの施








例には、2 つの意見がある。一つは、前述の河南省睢県人民法院（2009）睢民初字第 28 号
民事判決で示しているように、電動自転車の性質（つまり、自動車であるかどうか）につ
いて、特に議論の焦点になっておらず、直ちに、非自動車として処理するもの。もう一つ
                                                        
5 『電動自転車通用技術条件』（国家標準 GB17761－1999）。 
6 例えば最高時速が 20KM 以下、最大空車質量が 40KG 以下という基準。 




ws.com/auto/auto-ywdd/news/2009/12-16/2021352.shtml、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
































た、過失の大きさもほぼ同様である。原審は、以上の理由により、A が B の損失について、
50%の賠償責任を負うべきだと判断した結論は、正当であるので、是認する。（中略）一方、
当該事故の電動自転車が国家基準を超えたことに関する責任は、A が当該交通事故の賠償
                                                        
11 上海市楊浦区人民法院(2010)楊民一(民)初字第 2746 号民事判決。 
























































工場内の道路を走っていたとき、被告 Y1 が運転した貨物自動車（被告 Y2 所有、Y3 保険会
社と強制責任保険契約を締結した）と衝突して、事故を起こした。事故により、X は人身










                                                        





























































                                                        
14 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
15 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
16 加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974 年）20 頁。 










































【事実の概要】2009 年 4 月 24 日、被告 Y1 会社の従業員 A と B が、Y1 会社の貨物自動車
を商店前の非自動車道内で駐車して、荷物を降ろしていた。そのとき、一箱の荷物が荷台
から落下した際に、ちょうど自転車で走行していた原告 X に当たり、怪我をさせた。2009
年 5 月 8 日、原告 X は、Y1 と Y2（当該事故車両の強制責任保険の保険会社）を被告として、
損害賠償の訴訟を提起した。 
【判旨】18（交通事故の損害賠償の適用対象であるかどうかに関する箇所だけを紹介す
る――筆者注）本件には、原告 X が自転車に乗り、非自動車車道を走っていた。Y1 の従業

















                                                        
18 姚芳「從停駛的車両上墜落一物致人重傷如何定性」江蘇法院ネット URL：http://www.jsfy.gov.cn/al
px/msal/2012/07/10173939359.html、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 





















【事実の概要】2010 年 5 月 11 日、被告 Y1 が運転した貨物自動車が G320 国道を運転し
ている途中、右後輪の故障で運転できなかった状態となった。Y1 が修理業者の A に修理を
頼んだ。A がタイヤのねじをはずしたとき、タイヤの爆発によって A が死亡した事故が起
きた。A の遺族 X らが訴訟を提起して、Y1 と保険会社 Y2 に損害賠償を請求した。また、本
件事故について、交通警察は、交通事故ではなく、意外事故だとの事故調査結果を下した。 
【判旨】X らの 292572.28 元の賠償額が是認される。その中には、強制責任保険の範囲








                                                        
20 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
21 本論文第三章第二節を参照。 
22 喩志強=傅南「路辺修車輪胎爆炸法院認定交通事故」光明ネット URL:http://court.gmw.cn/html/arti
































【事実の概要】2011 年 1 月 22 日夜 1 時に、被告 Y1 の運転した貨物自動車（被告 Y2 保
険会社と強制責任保険と第三者責任保険契約を締結した）の右後輪に異常があったため、
                                                                                                                                                                         
cle/201103/09/2121.shtml、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
86 
 
被告 A は、原告 X の自動車部品販売店の前で停車して、その異常の点検を X に頼んだ。X
の点検作業中に、当該車の右後輪が爆発し、X を怪我させた。事故の後、鑑定意見により、






























                                                        
24 彭洋=燕金釗「停駛修車時致人重傷能否按交通事故処理」中国法院ネット URL:http://www.chinacourt.



























【事実の概要】2008 年 6 月 18 日に、原告 X が自動車を運転して、A の家に向かっていた
途中、車が坂道と広場との連結の所に陥り、動けなくなった。その状態から脱出するため、




                                                        
25 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）264 頁。 
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26 江蘇省大豊市人民法院（2010）大民初字第 0027 号民事判決。 
27 江蘇省塩城市人民中級法院（2010）塩民終字第 0837 号民事判決。 
28 林毅「非道路交通事故保険理賠要件之認定――江蘇塩城中院判決単志祥訴中華聨合財保公司道路交通

























法 119 条で定めているように、「自動車」と「道路」という 2 つの要件が満たされれば、
十分である。そのため、現在、学説と判例では、他の要件不要説が通説である。しかし、










































































                                                        



































































                                                        
































                                                        
31 平成 27 年度の日本交通法学会で損害保険料率算出機構の植草桂子氏の個別報告に対する大会での明
治大学の新美育文教授の質問。 




































































認めるように工夫して裁判する傾向がある。また、侵権責任法 49 条と 2012 年最高人民法













                                                        






































                                                        































                                                        
2 詳細は、拙稿「自賠法 3 条の『運行』に関する一考察」法学研究論集（2014 年 41 号）185 頁以下。 
3 新美育文「請負人の保有車両による事故につき、原判決を変更し、注文者の運行供用者責任を肯定し
た事例」判例時報(896 号)、150 頁以下。また石田穣「『運行供用者』概念の再構成」法学協会雑誌（197
5 年、92 巻 5 号）484 頁。 
4 石田穣「『運行供用者』概念の再構成」法学協会雑誌（1975 年、92 巻 5 号）484 頁。 



































7 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
頁以下。 




























                                                                                                                                                                         
頁以下。 
9 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
10 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
11 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 























運転の場合に、自賠法 3 条の適用は無理があると考えられる16。 
続いて、無断運転の場合、前述した通りに、無断運転であるかどうかの判断について、
必ずしも泥棒運転とはっきり区別できない。通常の無断運転の場合に、民法 715 条の外形
標準説、及びドイツ道路交通法 7 条 3 項の影響のため、保有者の運行供用者責任を認める
のは、当時の通説であった。 
ドイツ道路交通法には、無断運転のような場合について明確な規定がある17。それは、





14 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 19 頁（加藤一郎発言）。 
15 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 20 頁（加藤一郎発言）。 
16 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 21 頁（加藤一郎発言）。 

































                                                        
18 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 21 頁（加藤一郎発言）。 
19 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 9 頁（加藤一郎発言）。 
20 これについて、本論文の「補論」を参照。 































                                                        



































































                                                        
25 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事
故』（日本評論社、昭和 47 年）76 頁。 
26 我妻栄編著「事務管理・不当利得・不法行為」（判例コンメンタールⅥ）（日本評論新社、1963 年）27
4 頁。また、刑録 25 巻 42 頁。 




























                                                                                                                                                                         
1 頁。また、民集 5 巻 785 頁。 
29 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）283 頁（執筆者：森島昭夫）。 
30 民集 11 巻 1765 頁。 
31 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）289 頁（執筆者：森島昭夫）。他は、大判昭
13．2.12 判決がある（民集 17 巻 203 頁）。 
32 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）290 頁（執筆者：森島昭夫）。他のケースは
例えば、最判昭 34・4・23 判決（民集 13・4・523）、最判昭 37・11・8 判決（民集 16・11・2255）、最判
昭和 39・2・4 判決（民集 18・2・252）。 
33 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）39 頁以下。また判例の詳細については、加藤一郎『不
法行為（増補版）』（有斐閣、昭和 32 年）182 頁以下。 





























                                                        






め、本稿以下、この 2 つの典型例を中心に、検討する。 
37 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）273 頁（執筆者：森島昭夫）。 




3.2.1.1 715 条を適用した事例 
自賠法が施行された最初の頃に、運転手による私用運転や泥棒運転などの場合には、被












これと似ている判決は、東京高等裁判所昭和 36 年 4 月 10 日判決40、最判昭和 43 年 9 月
27 日判決41等がある。いずれにしても、私用運転に関する事例である。 
 
3.2.1.2 自賠法 3 条を適用した事例 
原告側が民法 715 条のみを主張したが、裁判所が、自賠法 3 条を民法ないし民法 715 条
の特別法であるとして、これを優先に適用した事例がある。 
（1）大阪地方裁判所昭和 39 年 10 月 15 日判決42では、原告側が被告会社 Y2 は民法 715
条による損害賠償義務あると主張したが、裁判所が｢右請求はまず民法第 715 条の特別規定
である自動車損害賠償保障法第 3条の規定によるものというべきである｣43と判決を下した。
これと似ている判決は、例えば、東京地判昭和 34 年 3 月 24 日判決44、千葉地判昭和 37 年
10 月 27 日判決45、大阪高判昭和 37 年 7 月 26 日判決46等がある。 
（2）また、この問題に関する最初の最高裁判決である最高裁昭和 39 年 2 月 11 日第三小
法廷の判決は、重要な先例的意義がある。 
                                                        
39 最高裁判所民事判例集 18 巻 2 号 252 頁、判例時報 362 号 23 頁、判例タイムズ 159 号 181 頁。 
40 判例時報 263 号 22 頁、高等裁判所民事判例集 14 巻 3 号 227 頁。 
41 判例時報 534 号 53 頁、判例タイムズ 227 号 155 頁。 
42 判例時報 408 号 42 頁。 
43 判例時報 408 号 42 頁。 
44 判例時報 188 号 28 頁。 
45 判例タイムズ 139 号 103 頁。 


































従来の民法 715 条の外形標準説は、その後の自賠法 3 条の解釈に、非常に大きな影響を及
                                                        

































                                                        



























このような判決は、また、大分地判昭和 46 年 3 月 31 日判決、大阪地堺支判昭和 46 年 7
月 15 日判決、札幌地判昭和 55 年 2 月 5 日判決などがある。さらに、自賠責保険実務にお
いてさえ、保有者の保管上の帰責事由が認められる泥棒運転の場合には、保有者にも運行
                                                        







50 荒井真治「運行供用者」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）61 頁。 
51 伊藤高義「いわゆる泥棒運転と運行供用者責任」名古屋大学法政論集（1981 年 8 月第 88 号）256 頁。 







①最高裁昭和 48 年 12 月 20 日第一小法廷判決 
前述の大阪地方裁判所昭和 45 年 5 月 28 日判決について、その控訴審である大阪高等裁














②最高裁昭和 57 年 4 月 2 日第二小法廷判決 
本件は、C という会社の建物の前の公道上に半ドア状態でエンジンキーを差し込んだま
ま駐車させてあった車を、A、B 両名が盗み、B が運転、A が助手席に同乗し、帰宅しよう
としておよそ 150 メートルほど進行した時点でコンクリート製の電柱に激突し、同乗者 A
が死亡した事案である。 
一審は、運行支配、運行利益は C 会社に帰属しているとして、C 会社の運行供用者性を
認めた上で、A には運行利益を享有する意思や運転行為に加担する意思があったとは認め
られないから、A は、C 会社に対する関係では他人に当たると認め、保険会社 Y の支払責任
を認めた。Y 控訴（X 附帯控訴）した。 
原審は、「C が運行を直接的、具体的に指示、制御すべき立場になく、その運行利益も直
                                                        
53 判例タイムズ 276 号 176 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1720 頁。 
54 判例時報 737 号 40 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1704 頁。 
55 判例時報 737 号 40 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1704 頁。 
56 原田和徳、「7 泥棒運転」交通事故百選（第二版）、20 頁以下。 
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潜在的、抽象的であるのに対して、訴外亡 A 及び訴外 B は共同運行供用者であり、しかも
右両名による運行支配は、はるかに直接的、顕在的、具体的であるから」58、A は自賠法に
いう「他人」であることを主張しえないとしたうえ、原審の判断を是認した。すなわち、























                                                        
57 藤村和夫、「31 共同運行供用者の他人性」交通事故百選（第四版）66 頁。 



























































                                                        
1 拙稿「運行供用者責任の主体に関する一考察（一）」法学研究論集（明治大学大学院、2015 年 42 号）2
89 頁以下。 
2 佐藤邦夫「使用貸借」判例タイムズ（1967 年 12 月 212 号）60 頁。また、福永政彦「『自動車の運行が
会社に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場』という基準で運行供用者概念を構成した事例」

































































                                                                                                                                                                         
局、1955 年）。 
4 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
頁以下。 
5 後述の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判決を参照。 
6 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）13 頁。 
7 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）23 頁。 

























3.2.1 民法 715 条の延長線上に立つ自賠法 3 条の適用 
最高裁昭和 39 年 2 月 11 日第三小法廷判決12は自賠法 3 条にいう運行供用者責任の解釈
についてのリーディング・ケースである。この判決は重要な先例的意義があるため、以下、
判旨を簡単に紹介する。 
                                                        
9 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）97 頁（執筆者：加藤一郎）。 
10 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）98 頁（執筆者：加藤一郎）。 
11 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）97 頁（執筆者：加藤一郎）。また、高崎尚
志「運行供用者理論の新展開」不法行為法研究会編集『交通事故賠償の現状と課題：交通事故民事裁判
例集創刊 10 周年記念論文集』（株式会社ぎょうせい、1979 年）50 頁。 































                                                        
13 例えば、最高裁昭和 40 年 9 月 7 日第三小法廷判決。 
14 川井健「運行供用者責任の根本理念――自賠法 3 条と民法 715 条との非連続性」判例タイムズ（212
号）12 頁以下。 







方向にあるものと評価される17。また、川井説は、民法 717 条、718 条の規定により、自賠






前述の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判決では、最高裁は自賠法 3 条の適用を首肯したが、
その判断は、依然として従来の民法 715 条の「外形標準説」の考えと類似している。その
後、学説の発展に伴い、以下の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決18では、運行供用者の判断
について、運行支配と運行利益という二元説も採用されている。以下、本件判決を概観す
る。 














                                                        
16 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年）262 頁（執筆者：木宮高彦）。 
17 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（1988 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1508 頁。 












裁判において、特に東京地裁の一連の判決において、従来の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判
決及びその後の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決と異なり、新たな考え方を示している。東
京地裁民事第 27 部（交通事故専門部）が、運行供用者の要件としては、自動車に対する抽
象的な運行支配で足るとする見解を明らかにし、現在ではこの見解が通説的地位を獲得す
るに至った、とされている20。以下、東京地裁昭和 40 年 12 月 20 日判決21を通じて、この
一元説を検討する。 
【事実の概要】本件は、車の所有者である被告 A から、当該車の運転を許されていた A
の息子 B が、B の友人の被告 C とともに銀座で飲酒したのち、一旦加害車に乗車したが、








はもとより被告 C が車の運転をするに至った後においても、もともと被告 C としては車の
同乗者であり車を傷つけないようにするため加害車を若干後退させようとしたに過ぎず、
車の所有者の運行支配または利益を排除しようとしたものではないのであるから、被告 A
                                                        
19 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
21 頁。 
20 鈴木潔・川井健・小川昭二郎・宮原守男『注解交通損害賠償法』（青林書院新社、1982 年）29 頁（執
筆者：田中優）。 






























                                                        
22 吉岡進「交通事故訴訟の課題」、鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969
年）21 頁。 
23 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
22 頁。 
24 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
22 頁参照。 
25 林泰民「『運行供用者』の立証責任――いわゆる抗弁説について」司法研究所論集（司法研究所、196
9 年 1 号）88 頁。 












前述の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決では、最高裁は、二元説を採用しているが、運行
利益に関する判断の基準を示しておらず、また、運行支配について、直接の支配力を及ぼ
しえるかどうかという基準を採用している。続いて、本件最高裁昭和 43 年 10 月 18 日第二
小法廷判決28では、最高裁は一歩進み、運行支配について、新たな基準を示している。 




なかった。ある日夜間に、Y の従業員の一人である B が、練習をかねて、500 メートル先ま
で新聞をとりに行くために本件自動車を運転し、歩行中の X の背後に車を衝突させて同人











                                                        
27 藤村和夫「自賠法における責任論の推移と課題」交通法研究（有斐閣、2007 年 35 号）29 頁。 
28 判例時報 540 号 36 頁。また、判例タイムズ 228 号 115 頁。 
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運行支配の判断について、前述の最高裁 43 年 9 月 24 日判決と異なり、「直接の支配力を及
ぼしえ」るかどうかを問わず、事実上、本件自動車の運行を支配管理し得る地位にあった
として、運行支配の可能性があれば足りる、という判断の基準を示している。前述の最高
裁 43 年 9 月 24 日判決の判断基準より、かなり緩やかに解釈されている。 
 
3.4.1.2 運行について指示・制禦をなしうべき地位 

























原審の適法に確定した事実によると、被上告人 B は、昭和 44 年 3 月ころ、本件自動車の
                                                        
29 判例時報 600 号 89 頁。また、最高裁判所裁判集民事 100 号 197 頁。 




を了承するに至ったのであるが、被上告人 A は、被上告人 B の子であり、当時満 20 歳で、












れる。最高裁昭和 46 年 11 月 16 日判決33において、運行利益は、借主に対する恩恵や顧客
に対するサービスのような間接的な利益でもよい、という判断が示されている。 
【判旨】本件自動車は、自動車の販売会社である上告人 C が、昭和 41 年 10 月末頃、他
からいわゆる下取車として受領したうえ、所有し保管していたものであるが、上告人 C は
これを同年 11 月 11 日訴外（第一審被告）B に貸与したところ、その貸与中に、同人の被
用者である訴外 A が運転して本件事故を惹起した。右の貸借というのは、上告人 C が、同
年 11 月 9 日 B に中古車一台を代金 26 万円余で売却する旨の売買契約を締結した際、右売
却車について整備、登録、車検等の手続を了するまでの 10 日余の間、B から代りの車を貸
してほしい旨依頼され、右売却車を引き渡すのと引換えに返してもらう約束で暫定的にな
されたものであり、それは、上告人 C の顧客に対する一種のサービスであった。かくて、
訴外 B は、上告人 C から、できるだけ車を大切に使用してくれるようにいわれて本件自動
車を借り受け、訴外 A に運転させ、主として自己の塗装業の注文とりに使用していた。当
時、右自動車は、ブレーキが効きにくかったほか原判示のような整備不良の状態であった
ので、A が、本件事故発生の 3 日位前に、上告人 C の営業所の係員に修理してほしい旨申
入れたが、同係員から、そのまま乗っていてくれといわれ、仕方なくそのまま使用をつづ
                                                        
31 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）28 頁。 
32 佐藤邦夫「使用貸借」判例タイムズ（1967 年 12 月 212 号）60 頁。 































                                                        
34 例えば、最高裁昭和 46 年 1 月 26 日第三小法廷判決。 
35 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）29 頁。 
36 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1





























                                                        
37 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 































                                                        
39 加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974 年）20 頁。 
40 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁。 
41 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁。 
42 吉村良一『不法行為法』（有斐閣、2007 年）13 頁。 
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2009 年の侵権責任法 49 条～53 条（第 49 条「通常の所有者と使用者と異なる場合」、第
50 条「所有権移転登記を行わない場合」、第 51 条「組み立て車または廃棄基準に達して
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2.3 2012 年の最高人民法院の司法解釈の規定 
2012 年の最高人民法院の司法解釈では、交通事故損害賠償の責任主体について、侵権責
任法より、さらに詳しく定めている15。その第 1 条～13 条は責任主体の判断に関する規定
である。その中には、第 1 条（所有者の過失）、第 2 条（無断運転の場合の責任主体）、
第 3 条（名義貸与の場合の責任主体の判断）が特に注目に値する。 
第 1 条 自動車交通事故により損害を起した場合、自動車の所有者または管理者が
以下のような事情があれば、人民法院がそれらの者に損害の発生に対する過失があり、












































































事実概要：2009 年 1 月 24 日、原告 X1 は原告 X2 の所有した車を運転し、被告 Y1 が運転
した被告 Y2 の所有した車と衝突した。Y1 は X1 に怪我をさせ、両車を損害させた事故を起
こした。交通警察の交通事故認定書により、X1 は交通事故の副次的な責任を負い、Y1 は事
故の主な責任を負うことになる。 
一審の裁判所は「交通事故認定書により、原告 X1 は副次的な責任を負い、被告 Y1 は事
故の主な責任を負う。両方はそれぞれの過失により責任を分配すべきである。（中略）被告








                                                        















るので、侵権責任法 49 条の定めがまだ十分理解されていなかったためであろう。 
3.1.2 賃貸借の事例 
事実概要：2010 年 9 月 25 日、被告 Y1 が被告 Y2 所有の乗用車（Y3 保険会社で強制保険
をかけた）を賃借して運転した時、電動自転車に乗った原告 X と衝突して、怪我をさせた
事故を起こした。 
一審19で「Y1 が X に過失がある証拠を提供しなかったため、強制責任保険の限度を超え











                                                        
18 河南省洛陽市中級人民法院（2011）洛民終字第 226 号民事判決。 
19 上海市普陀区人民法院(2011)普民一(民)初字第 2475 号民事判決。 




























                                                        
























事実の概要：2009 年 6 月 17 日、被告 X 会社の運転手 Y が自動車（牽引車であるので、
牽引車と被牽引車がそれぞれ M 保険会社と N 保険会社で強制責任保険をかけた）を運転し
た時、左前輪のタイヤがパンクして対向車道で正常に運転していた B(原告 A の父)の自動
車に衝突し、C（原告 A の母）を死亡させ、A、B に怪我をさせた。交通警察の事故認定書




保険会社と N 保険会社は、当事故が意外な事件であり、事故発生のとき、Y には過失がな
いと主張したが、その主張は過失に対する個人的な理解であり、支持されるべきではない。
したがって、M 保険会社と N 保険会社が自動車強制責任保険の賠償限度で責任を負うべき
である。X 会社がそれ以外の損失を賠償すべき」と判示した。M 保険会社は一審の判決に異
議があり、江蘇省南京市中級人民法院に控訴した。 
二審では主に保険会社の賠償責任を中心に審理し、雇用会社 X と被用者 Y の間の責任分
配については争いがなく、審理されなかった。二審では M の請求を棄却し、一審の判決を
支持した。 
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事実の概要：被告 Y1 が被告 Y5 会社の被用者であり、2012 年 4 月 10 日 20 時 25 分に、
Y5 会社に無断で、Y2、Y3 の所有の乗用車（被告 Y4 保険会社で強制責任保険を加入した）
を運転して映画館に向かった途中に、被害者 A にぶつかった事故が発生して、A が死亡し
た。交通警察の事故認定書により、事故の発生について、Y1 にすべての責任があり、被害
者 A には過失がないということが分かる。A の遺族の X らが、Y らを被告として損害賠償の





件事故の自動車が Y4 保険会社で強制責任保険を加入しているため、Y4 会社が強制責任保
険の賠償限度内において、X らに 12 万元を賠償する。Y1 が、責任保険の賠償限度以外の
446629.29 元の損害を賠償する。X らが Y1 の行為が事業任務の執行のために行われたもの
だと主張したが、その主張が立証できなかったため、Y1 の当該運転行為が Y5 会社の事業
任務の執行のために行われたものではないと認定すべきである。Y1 が、Y5 会社に無断で当
該自動車を運転したので、自動車の所有者である Y2、Y3 と Y5 会社に事故の発生について、
何らかの過失もないため、賠償責任を負わない。」と判示した。X らが控訴した。 
二審34では、裁判所は、「本件事故が発生したとき、Y1 が Y5 会社の従業員であり、事故
車両も Y5 会社で保存されていたので、Y5 会社には Y1 および当該事故車両を管理する義務




る Y2、Y3 は、当該車両の事情を使用者の Y5 会社に説明したことを立証することができな
いため、過失がある。以上の事情に基づいて、強制責任保険の賠償範囲内の損害について、
一審と同様に、Y4 保険会社が賠償する。その以外の 446629.29 元の損害について、Y1 がそ
の 30％、Y2、Y3 がその 10％、Y5 がその 60％を賠償する」と判示した。Y5 は再審を提起し
た。 
                                                        






はない。侵権責任法 49 条、及び 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 2 条により、Y1 が Y5
会社に無断で事故車両を運転したため、その損害の発生に主な賠償責任を負うべきである。
したがって、二審の判決を一部取り消し、強制責任保険の賠償限度以外の損害について、









経済水準に基づいて計算すれば、通常、1 人の 30 代の男性が死亡した自動車交通事故の場












                                                        
35 江蘇省宿遷市中級人民法院(2014)宿中民再終字第 0003 号民事判決。 
36 自動車の使用者に賠償資力のない場合に所有者･管理者が補充的に賠償責任を負う。 






事実の概要：2013 年 2 月 15 日、被告 Y1 が二輪モーターカー（無保険、ナンバープレー
トもない）を運転して、原告 X が運転した三輪電動車とぶつかり、原告 X1 と同乗の原告
X2 が怪我した。また、本件当時、Y1 には運転資格がなかった。当該二輪モーターカーの所
有者は被告 Y1 の父の被告 Y2 である。通常この二輪モーターカーが鍵をさしたままに、家
の庭に駐車されていた。交通警察の交通事故認定書により、Y1 に本件事故の発生に対して
70％の過失がある。X1 に本件事故の発生に対して 30％の過失がある。 
一審38では、裁判所は、「（前略）被告 Y1 はまだ大学生であり、収入がないため、その父


















前述したように、2012 年の最高人民法院の司法解釈第 3 条では、掛靠40のモデルで経営
                                                        
38 甘粛省民勤県人民法院（2013）民民初字第 448 号民事判決。 



























事実の概要：本件は、2012 年 2 月 3 日 21 時ごろ、被告 Y1 が貨物自動車を運転して、高
速道路で転向したとき、対向車線から乗用車を運転してきた被害者 A の車と衝突して、A
と同乗の妻 B が即死した事故である。交通警察の交通事故認定書により、事故の発生につ
いて、Y1 がすべての責任を負い、A には過失がないため、A は責任を負わない。本件 Y1 が
運転した貨物自動車は、Y1 と Y2 と一緒に購入したものである。2008 年 8 月 1 日に、Y2 が
自分の名義で、Y3 運輸会社と名義貸与契約を締結して、Y3 会社の名義で貨物運輸事業を営
んでいた。その後、2009 年 5 月 3 日に、Y2 は自分が有した当該自動車の所有権の持分を
Y1 に売ったため、当該自動車が Y1 の一人の所有の自動車になった。しかし、Y3 会社との
名義貸与契約は依然として Y2 の名義で締結した。しかし、その後、Y1 が Y3 会社に管理費
                                                        















有し、その相応の賠償責任を負うべきである。2011 年 12 月 5 日に、Y3 会社が当該車両と
の名義貸与関係を解除する通知を Y2 に送り、また、自動車交通管理機関に当該自動車の登
録を解除する申し込みを提出したが、解除しなかった。また、その通知も公示しなかった。
したがって、Y3 会社が Y1 の賠償に連帯責任を負うべきである。Y5 高速道路管理局が高速
道路の管理に過失があるため、強制責任保険の超えた損害の 10％の賠償責任を負う。Y1






と認めるべきであり、Y1 と Y3 と連帯して、強制責任保険の賠償限度以外の損害の 90％の
賠償責任を負うべきである。Y5 高速道路管理局が強制責任保険の賠償限度以外の損害の
10％の賠償責任を負う」と判示した。 
考察：本件の一審と二審の判決は基本的には 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 3 条に
忠実して下した判決である。前述したように、第 3 条の規定によれば、自動車に対する事
実的な運行支配と運行利益を有する名義使用者だけでなく、名義貸与者も責任主体とされ
ている。本件から見れば、名義使用者の Y1 だけでなく、名義貸与者の Y3 会社にも連帯責
任を負うとされる。さらに、二審で、名義貸与契約の締結者である Y2 も連帯責任を負うこ
とになる。運行支配･運行利益の判断基準から見れば、本件では、Y1 にしか自動車に対す
                                                        
42 濮阳市華竜区人民法院（2013）華法民初字第 3066 号民事判決。 


































































                                                        
44 「最高人民法院民一庭負責人就『関於審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若干問題的解釈』答記
者問」、最高人民法院ネット、URL:http://www.court.gov.cn/xwzx/jdjd/sdjd/201212/t20121220_181129.
















うに審理する傾向が見られる。また、侵権責任法 49 条と 2012 年最高人民法院の司法解釈







までわずか 12 年しか経過していない。道交法 76 条では、「自動車側」という表現で、責任
主体を表現している。具体的な責任主体の判断基準が明らかに示されていない。しかし、







                                                        
45 例えば、前述の 3.3.2 で検討した判例はその例である。 
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する強制責任保険の賠償額の上限は 12.2 万元である。また、｢交強険条例｣23 条では、強
制責任保険の賠償基準は死亡障害の賠償限度、医療費用の賠償限度、財産損失の賠償限度
および被保険者の無過失責任の場合の賠償限度を区別して定めている65。一方、例えば東
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害の賠償限度は 11000 元、医療費用の賠償限度は 10000 元、財産損失の賠償限度は 2000 元である。被保
険自動車が責任がなければ、賠償限度は次の通りである。死亡、後遺障害の賠償限度は 11000 元、医療

















































































































































































































































































































































































































行の用に供する者」とは、ドイツ語では「derjenige, für dessen Rechnung das Fahrzeug 
                                                        
1 つまり、自賠法では保有者概念の他、運行供用者概念を定めている。  








の保有者」という用語が使用され、1909 年 5 月 3 日付自動車交通法に適用された。1909
年の自動車交通法は、その後、1952 年 12 月 19 日付道路交通安全法によって改正され、そ
の名称も道路交通法と改められて、西ドイツ連邦法として公布された。そして、1957 年 7
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交通法 7 条を援用して責任を問うことはできないとされる）24。 
つまり、ドイツ道路交通法における自動車事故損害賠償の責任主体について、「択一的決
定の原則が貫かれており、属性異質の責任主体（たとえば、所有者と借受人）の併有競合
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（4）自賠法の立法作業は、昭和 25 年頃から本格的な検討が始められ、昭和 30 年 7 月
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失責任主義の 1384 条 1 項によれば、たとえ第三者に過失がなくても、責任を負わなければ
ならない。この結論について、事故の原因が物の内部的瑕疵である場合には、第三者にと
って過酷だといわざるをえない。このような不都合な結論を回避させるために、フランス
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め、被害者救済の要請が生み出され、1384 条 1 項に無生物責任の法理を導く独自の意義が
「発見」された41。したがって、自賠法のように、特に保有者と運行供用者責任を分けて
定める必要がない。また、交通事故賠償に関する責任保険制度は、1930 年 7 月 13 日の陸
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第 1 条 自動車交通事故により損害を起した場合、自動車の所有者または管理者が以下
のような事情があれば、人民法院がそれらの者に損害の発生に対する過失があり、かつ侵
















第 3 条 掛靠1（以下、名義貸与をいう）のモデルで、運輸業務を行っているときに発生
した自動車交通事故の損害が、当該自動車側の責任に属する場合、当事者が名義貸与者と










































した場合、侵権責任法第 76 条の規定を適用する。 
 















第 13 条 数台の自動車が引き起こした交通事故により第三者に被らせた損害に、当事者
が複数の加害者の賠償責任を請求した場合、人民法院がその状況に応じ、侵権責任法第 10




第 14 条 道路交通安全法第 76 条で定めている「人身障害、死亡」とは、発生した自動
車交通事故が被害者の生命、健康等の人身についての権益を侵害しもたらした損害である。










































































第 22 条 一つの交通事故の数人の被害者が同時に訴える場合、人民法院は各被害者の損
害の比率によって交強険の賠償額を決めるべきである。 
 












































第 29 条 本解釈が施行されてから未だに審理が終わらない事件に、本解釈を適用する。
本解釈が施行する前に、すでに審理が終わり、当事者が再審を申請する事件、または審理
監督プロセスにより再審が決定された事件には、本解釈を適用しない。 
